
 Ⅵ　その他
　１．税務証明の状況

　（１）発 行 数

　年　度 １８ １９ ２０ ２１ ２２

前 前 前 前 前

件  数 年 件  数 年 件  数 年 件  数 年 件  数 年

区　分 比 比 比 比 比

％ ％ ％ ％ ％

納税証明 2,950 85.2 2,971 100.7 2,730 91.9 2,525 92.5 2,142 84.8

課税証明 1,310 122.5 1,372 104.7 1,665 121.4 1,437 86.3 2,167 150.8

所得証明 17,311 105.0 15,833 91.5 16,835 106.3 17,373 103.2 18,133 104.4

資産証明 6,756 91.1 5,740 85.0 5,465 95.2 5,366 98.2 5,136 95.7

課税台帳
閲覧

794 102.2 608 76.6 768 126.3 706 91.9 659 93.3

そ の 他 1,081 69.2 1,457 134.8 2,210 151.7 1,755 79.4 2,166 123.4

合　　計 30,202 98.1 27,981 92.6 29,673 106.0 29,162 98.3 30,403 104.3

注：手数料無料扱の分を含む

　（２）手 数 料

　年　度
１８ １９ ２０ ２１ ２２

前 前 前 前 前

金　額 年 金　額 年 金　額 年 金　額 年 金　額 年

区　分 比 比 比 比 比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

納税証明 885,000 85.2 891,300 100.7 816,900 91.7 757,200 92.7 640,500 84.6

課税証明 378,000 122.2 408,900 108.2 498,900 122.0 430,800 86.3 649,800 150.8

所得証明 5,113,500 105.0 4,656,300 91.1 4,961,700 106.6 5,085,000 102.5 5,322,000 104.7

資産証明 2,010,300 90.9 1,703,100 84.7 1,631,100 95.8 1,599,300 98.1 1,531,500 95.8

課税台帳
閲覧

238,200 102.2 181,500 76.2 229,500 126.4 211,800 92.3 197,700 93.3

そ の 他 723,900 88.5 827,800 114.4 1,031,900 124.7 894,400 86.7 1,018,600 113.9

合　　計 9,348,900 98.6 8,668,900 92.7 9,170,000 105.8 8,978,500 97.9 9,360,100 104.3
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　２．県　民　税　徴　収　委　託　金　

年　　度
１８ １９ ２０ ２１ ２２

   区    分

 納税通知書枚数
 に対するもの

基　数（件） 62,036 3,069 242 109 67

60円 委託金（円） 3,722,160 184,140 14,520 6,540 4,020

 徴収金払込額に
 対するもの

基　数（円） 1,576,151,822 375,348,991 10,315,504 4,830,354 1,985,668

7% 委託金（円） 110,330,626 26,274,427 722,084 338,123 138,995

 過誤納金還付額
 に対するもの

基　数（円） 3,621,300 5,713,085 42,097,428 8,801,800 7,521,800

按分率 委託金（円） 1,088,311 1,710,932 37,918,404 3,419,753 3,153,829

 還付加算金に
 対するもの

基　数（円） 179,100 146,800 247,600 307,800 355,800

按分率 委託金（円） 53,808 43,960 81,131 111,701 137,338

基　数（円） － 633,279 821,889 307,897 911,628

委託金（円） － 633,279 821,889 307,897 911,628

合 計委託金（円） 115,194,905 185,590,738 249,322,028 184,489,914 169,674,810

前 年 比 （％） 111.9 161.1 134.3 74.0 92.0

　※平成１９年度第２次分（６月～８月分）以降、県民税徴収委託金の計算方法が変更されている。

　※平成２０年度の「過誤納金還付額に対するもの」には、税源移譲による市県民税還付分を含む。

１８ １９ ２０ ２１ ２２

30.06 38.85 39.77 39.78 39.77

29.947638355 38.847583379 39.726251842 39.778929492 39.770194814

－ 29.947638355 29.947638355 29.947638355 29.947638355

－ 4,000 4,000 3,300 3,300

一人当たりの
額　　（円）

－ － 25 15 －

基　数（人） － － 51,972 51,363 －

委託金（円） － － 1,299,300 770,445 －

　※平成２０、２１年度の２か年の経過措置。

52,441

委託金（円）

51,818 50,112

180,305,900 165,329,000

－ 39,186

【森林環境税分】
 納税義務者数
 に対するもの

平成19年度按分率
                        ％

納税義務者一人当たりの額
                        円

確　定  按  分  率
                        ％

－ 156,744,000 209,764,000

年　　　　度

 納税義務者数に
 対するもの

　一人当たりの額

 配当割、譲渡割
 還付額に対する
 もの
　　　　　基数

特  定  按  分  率
                        ％

基　数（人）
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３．市税の基礎等一覧表(税率表別添）

(平成２３年度分）

税目賦課期日 種　類 納 　税 　義 　務 　者 課   税   標   準 申告期限 納　　　　　　　　　　期

・１月１日現在市内に住所を有する個人 前年の所得から諸控除を差し引いた ３月１５日 ・普通徴収

均 等 割 　（均等割と所得割） 金額 第１期 6月1日から6月30日まで

個　人 ・１月１日現在市内に事業所又は家屋敷を有　＊諸控除は次ページ以降に掲載 第２期 8月1日から8月31日まで

1月1日 所 得 割 　する個人で市内に住所を有しないもの 第３期 10月1日から11月1日まで

　（均等割のみ） 第４期 1月1日から1月31日まで

・給与特別徴収

　年12回（６月～５月）

・年金特別徴収

　年6回（偶数月）

・市内に事務所又は事業所を有する法人 均等割 事業年度　　　 申告納付

均 等 割 　（均等割と法人税割） 　資本金等の区分による（９段階） 　終了後　　　

法　人 ・市内に寮等を有する法人で市内に事務所又法人税割 ２ヶ月以内

法人税割 　は事業所を有しないもの(均等割のみ) 　法人税額による

土 地　当該固定資産の所有者 土地又は家屋 ・普通徴収

家 屋　  免税点　土　　地　　３０万円 　基準年度の価格又は基準年度の価 償却資産　 第１期 5月1日から5月31日まで

１月１日償 却 資 産　 　　　 　家　　屋　　２０万円 　格に比準する価格 1月31日 第２期 7月1日から7月31日まで

　　 　　 　償却資産　１５０万円 償却資産 第３期 12月1日から12月27日まで

　賦課期日における当該償却資産の 第４期 2月1日から2月28日まで

　価格

原動機付自転車 取得申告 ・普通徴収

４月１日軽 自 動 車　当該軽自動車等の所有者、又は使用者 当該軽自動車等の所有、又は使用 取得後15日以内 　5月1日から5月31日まで

小型特殊自動車 廃車申告

二輪小型自動車 廃車後30日以内

市内で売り渡した製造たばこの本数

た ば こ 販 売 翌月末日 申告納付

固定資産（土地・家屋）の価格

土 地 ・ 家 屋当該固定資産の所有者  (市街化区域内の固定資産に限定 固定資産税に同じ

 課税)

鉱泉浴場への市内の鉱泉浴場（温泉利用施設）における 市内の鉱泉浴場（温泉利用施設）に

入湯 入湯客 おける入湯客数 翌月15日 申告納入
入
湯
税

　製造たばこにつき、小売販売者若しくは

消費者等に売渡しをし、又は消費等をする

製造たばこの製造者、特定販売業者及び

卸売販売業者

市
民
税

都
市
計
画
税

固
定
資
産
税

軽
自
動
車
税

市
た
ば
こ
税
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〇 所得控除の種類と控除額 （平成２３年度分）   

種　類         控                    除                    額         障害者である納税義務者、控除対象配偶者及び扶養親族1人につき ２６万円

  次のいずれか多い金額 　　　 　　　　　　　　 　（特別障害者については‥‥‥‥‥‥３０万円）

雑 損 控 除   ①　(損失の金額－保険等により補てんされた額)-(総所得金額等×１／１０)   納税義務者が寡婦である場合には‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２６万円

  ② （災害関連支出の金額－保険等により補てんされた額）－５万円 寡 婦 控 除   ただし、合計所得金額が５００万円以下で、かつ、扶養親族である子を有

  （支払った医療費-保険等により補てんされた額）   する場合には‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３０万円

医 療 費 控 除 　　 　　－（総所得金額等×５／１００）又は１０万円のいずれか低い額 勤労学生控除   納税義務者が勤労学生である場合には‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２６万円

　　　 　　　　　　　　　（限度額２００万円） 寡 夫 控 除   納税義務者が寡夫である場合には‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２６万円

社会保険料控除  　支払った額   〇控除対象配偶者‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３３万円

小規模企業共済   　ただし、控除対象配偶者が７０歳以上である場合には‥‥‥‥‥３８万円

等 掛 金 控 除 　 支払った額 配 偶 者 控 除   〇納税義務者又は納税義務者と生計を一にしている親族と同居している特別

  ①　支払った保険料が一般の生命保険料だけの場合   　障害者である控除対象配偶者‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥５６万円

　  支払った保険料が   　ただし、その控除対象配偶者が７０歳以上である場合には‥‥‥６１万円

　  ア．１５,０００円以下の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥支払った保険料の全額   生計を一にする配偶者（他の納税義務者の扶養親族又は事業専従者、控除

  　イ．１５,０００円を超え４０,０００円以下の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥   対象配偶者に該当するものを除く）を有する納税義務者で、前年の合計所

　　    ‥‥‥‥（支払った保険料の金額の合計額）×１／２＋７,５００円   得金額が１,０００万円以下の者である場合には、その者の総所得金額から

  　ウ．４０,０００円を超え７０,０００円以下の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 　次の区分に応じた金額を控除します。

　　  　‥‥‥（支払った保険料の金額の合計額）×１／４＋１７,５００円   　ア．前年の合計所得金額が３８万円超４５万円未満の場合‥‥‥３３万円

  　エ．７０,０００円を超える場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３５,０００円 　  イ．前年の合計所得金額が４５万円以上７５万円未満の場合‥‥‥‥‥‥

  ②　支払った保険料が個人年金保険料だけの場合 　  　　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３８万円－（合計所得金額－３８万円）

生命保険料控除  　 支払った保険料が  　 （注）（ ）内の金額は、（ ）内の計算で求めた金額が５万円の整数倍

　  ア．１５,０００円以下の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥支払った保険料の全額  　　の金額から３万円を控除した金額でないときは、その金額に満たない

  　イ．１５,０００円を超え４０,０００円以下の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 　 　５万円の整数倍から３万円を控除した金額のうち最も多い金額

　　    ‥‥‥‥（支払った保険料の金額の合計額）×１／２＋７,５００円  　 ウ．前年の合計所得金額が７５万円以上７６万円未満の場合‥‥‥３万円

  　ウ．４０,０００円を超え７０,０００円以下の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

　  　　‥‥‥（支払った保険料の金額の合計額）×１／４＋１７,５００円   〇扶養親族１人につき‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥･･３３万円

  　エ．７０,０００円を超える場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３５,０００円  　 ただし、扶養親族が１６～２２歳の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥４５万円

  ③　支払った保険料が一般の生命保険料と個人年金保険料との両方である  　　　　　　　　　 　７０歳以上の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３８万円

　 場合‥（支払った生命保険料について①により求めた金額）＋（支払っ   〇納税義務者又はその配偶者の直系尊属で、同居している７０歳以上の扶

　　  た個人年金保険料について②により求めた金額） 扶 養 控 除  　 養親族は１人につき‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥４５万円

  ①　支払損害保険料のすべてが地震等損害保険契約等に係るものである場合  　 ただし、その扶養親族が特別障害者である場合‥‥‥‥‥‥‥‥６８万円

　  支払った保険料が   〇納税義務者又はその配偶者若しくは納税義務者と生計を一にしているその

 　 ア．５０,０００円以下の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥支払った保険料の1/2  　 他の親族と同居している特別障害者である扶養親族は1人につき ５６万円

  　イ．５０,０００円超の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２５,０００円  　 ただし、その扶養親族が１６～２２歳の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥６８万円

  ②　支払損害保険料のすべてが旧長期損害保険契約等（H１８年１２月３１  　 　　　　　　　　　　　７０歳以上の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥６１万円

　　日までの契約締結分）に係るものである場合 基 礎 控 除   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３万円

　  支払った保険料が

 　 ア．５,０００円以下の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥支払った保険料の全額

  　イ．５,０００円を超え１５,０００円以下の場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

地震保険料控除 　 　　 ‥‥‥‥（支払った保険料の金額の合計額）×１／２＋２,５００円

 　 ウ．１５,０００円を超える場合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥１０,０００円

  ③　支払損害保険料のうちに、地震等損害保険契約等に係るものと旧長期

　 　損害保険契約等に係るものとがある場合（一つの契約で、①,②に該当

　　の場合は、いずれか一つの契約に該当するものとして計算）

    ア．①及び②に準じて計算した金額の合計額が２５,０００円以下の場合

　 　 　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥当該合計額

  　イ．①及び②に準じて計算した金額の合計額が２５,０００円を超える場

　 　　　合‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２５,０００円

障 害 者 控 除

配偶者特別控除
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　４．大牟田市税率表

42 43 44 45 46

県   100円 100 100 100 100

個 市   400円 400 400 400 400

人 県

市 市

 42.6.1以後に終了

 する事業年度から

民 法 同左 同左 同左 同左

 １号4,000円

 ２号2,000円

税 10.7 10.7 10.7 10.7

人 100 100 100 100

8.9 8.9 9.1 9.1

100 100 100 100

1.6 1.6 1.6 1.6

100 100 100 100

1.4 1.4 1.4 1.4

100 100 100 100

原 　  500円 月割廃止  500 　500 　500 　500

　800 　 〃　   800 　800 　800 　800

軽 付 1,000 　 〃　 1,000 1,000 1,000 1,000

1,500 　　　　1,500 1,500 1,500 1,500

自 軽 2,000 　　　　2,000 2,000 2,000 2,000

動    〃    (営) 2,500 　　　　2,500 2,500 2,500 2,500

自 四輪乗用 (自)

車    〃    (営) 4,500 　　　　4,500 4,500 4,500 4,500

1,000 月割廃止1,000 1,000 1,000 1,000

税 3,000 　　　　3,000 3,000 3,000 3,000

2,500 　　　　2,500 2,500 2,500 2,500

18.1 18.1 18.1 18.1 18.1

100 100 100 100 100

電      気  7  7  7  7  7 

ガ  ス  税 100 100 100 100 100

1.1 1.1 1.1 1.1

100 100 100 100

 1  1  1  1 

100 100 100 100

　 - - - - -

特別土地

保 有 税 土地の取得に対 - - - - -

して課するもの

　

   都  市  計  画  税 - - - - -

1.6

100

1.4

標準

10.7

100

8.9
100

標準税率 同左 同左 同左 同左

100

ガス税

  市 た ば こ 消 費 税

二 輪 の 小 型

電気税

　５０ＣＣ

　９０ＣＣ

　　　　　　　　　　年  度
 税  目

農 耕 作 業 用

均 等 割

二 輪

三 輪

１２５ＣＣ

税率

税 　　　　　　割

税率

均等割

税率

標準

所得割

固 定 資 産 税

四 輪 貨 物 ( 自 )

小 型 特 殊 ( そ の 他 )

課 す る も の

100

   鉱      産      税
 1 

土 地 に 対 し て

1.1

100

標準
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47 48 49 50 51

県 100 100 100 100   300

個 市 400 400 400 400 1,200

人 県

市 市 (税法改正)

51.4.1以後に終了

 １号4,000円 する事業年度から

民 法  ２号2,000円 同左 同左 同左 　１号24,000円

　２号12,000円

　３号 7,200円

税 10.7 10.7 49.5.1以後に終了 14.5 14.5

人 100 100 する事業年度から 100 100

9.1 9.1 14.5 12.1 12.1 12.1

100 100 100 100 100 100

1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

100 100 100 100 100

1.4 1.4 1.4 1.4 1.4

100 100 100 100 100

原  500  500   500   500 650

 800  800   800   800 1,000

軽 付 1,000 1,000 1,000 1,000 1,300

1,500 1,500 1,500 1,500 月割廃止 2,000

自 軽 2,000 2,000 2,000 2,000 〃 2,600

3,300

動 2,500 2,500 2,500 2,500 2,900

自 四輪乗用 (自) 5,900

車    〃    (営) 4,500 4,500 4,500 4,500 5,200

1,000 1,000 1,000 1,000 1,300

税 3,000 3,000 3,000 3,000 3,900

2,500 2,500 2,500 2,500 3,300

18.1 18.1 18.1 18.1 18.1

100 100 100 100 100

10月  6 50年  5  5  5 

電      気  7  7 より 100 1月より 100 100 100

ガ  ス  税 100 100 10月  3 50年  4 ６月  3 52年  2 

より 100 1月より 100 より 100 1月より 100

1.1 1.1 1.1 1.1 1.1

100 100 100 100 100

 1  1  1  1  1 

100 100 100 100 100

　 - - 1.4 1.4 1.4

特別土地 100 100 100

保 有 税 土地の取得に対 - -  3  3  3 

して課するもの 100 100 100

　

   都  市  計  画  税 - - - - -

標準

標準

税率

同左

ガス税

標準税率 同左
同左

同左

　　　　　　　　年  度
 税  目

電気税

小型特殊(その他)

  市 た ば こ 消 費 税

二 輪 の 小 型

農 耕 作 業 用

四輪貨物 (自)

   〃    (営)

三 輪

二 輪

固 定 資 産 税

１２５ＣＣ

　５０ＣＣ

　９０ＣＣ

税率

均等割

所得割

均 等 割

税 割

   鉱　　産　　税

課 す る も の

税率

土 地 に 対 し て

標準
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52 53 54 55 56

   300 300   300   500   500

 1,200 1,200 1,200 1,500 1,500

(税法改正)

52.4.1以後に終了  53.4.1以後に終了する

する事業年度から  事業年度から　　　　

１号80,000円 　１号800,000円　４号24,000円 同左 同左 同左

２号24,000円 　２号400,000円　５号 8,000円

３号 8,000円 　３号 80,000円　

14.5 14.5 14.5 14.5 7月31日 14.5 14.7

100 100 100 100 まで 100 100

12.1 12.1 12.1 12.1 8月1日 12.1 12.3

100 100 100 100 以降 100 100

1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

100 100 100 100 100

1.4 1.4 1.4 1.4 1.4

100 100 100 100 100

  650 650   700   700   700

1,000 1,000 1,000 1,100 1,100

1,300 1,300 1,300 1,450 1,450

2,000 2,000 2,000 2,200 2,200

2,600 2,600 2,600 2,850 2,850

3,300 3,300 3,300 3,650 月割廃止 3,650

2,900 2,900 2,900 2,900 　 〃 　 2,900

5,900 5,900 5,900 6,500 　 〃 　 6,500

5,200 5,200 5,200 5,200 　 〃 　 5,200

1,300 1,300 1,300 1,450 1,450

3,900 3,900 3,900 4,300 月割廃止 4,300

3,300 3,300 3,300 3,650 　 〃 　 3,650

18.1 18.1 18.1 18.1 18.1

100 100 100 100 100

 5  5  5  5  5 

100 100 100 100 100

 2  2  2  2  2 

100 100 100 100 100

1.1 1.1 1.1 1.1

100 100 100 100

 1  1  1  1 

100 100 100 100

1.4 1.4 1.4 1.4

100 100 100 100

 3  3  3  3 

100 100 100 100

0.05 0.1

100 100

- - -

制 限 0.3 0.3

税 率 100 100

同左 同左
同左

同左同左

 3 
100

1.1

100

 1 
100

100

1.4
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57 58 59

県   500   500   500

個 市 1,500 1,500 1,500

人 県

市 市

  58.4.1以後に終了する   59.4.1以後に終了する

　　　事業年度から  　　 事業年度から

民 法 １号1,200,000円 ４号60,000円 １号3,000,000円 ４号150,000円

２号  700,000円 ５号48,000円 ２号1,750,000円 ５号120,000円

３号  160,000円 ６号16,000円 ３号  400,000円 ６号 40,000円

税 14.7 14.7 14.7

人 100 100 100

12.3 12.3 12.3

100 100 100

1.6 1.6 1.6

100 100 100

1.4 1.4 1.4

100 100 100

原  700  700 1,000

1,100 1,100 1,200

軽 付 1,450 1,450 1,600

2,200 2,200 2,400

自 軽 2,850 2,850 3,100

3,650 3,650 4,000

動 2,900 2,900 3,000

自 四輪乗用 (自) 6,500 6,500 7,200

車    〃    (営) 5,200 5,200 5,500

1,450 1,450 1,600

税 4,300 4,300 4,700

3,650 3,650 4,000

18.1 18.1 18.1

100 100 100

 5  5  5 

電      気 100 100 100

ガ  ス  税  2  2  2 

100 100 100

1.1 1.1 1.1

100 100 100

 1  1  1 

100 100 100

　 1.4 1.4 1.4

特別土地 100 100 100

保 有 税 土地の取得に対  3  3  3 

して課するもの 100 100 100

　 0.1 0.1 0.1

100 100 100

0.3 0.3 0.3

100 100 100

同左 同左標準税率

標準

税 割

１号800,000円
２号400,000円
３号 80,000円
４号 24,000円
５号  8,000円

ガス税

標準

小型特殊(その他)

二 輪 の 小 型

税率

　５０ＣＣ

標準

四輪貨物 (自)

　９０ＣＣ

税率

固 定 資 産 税

１２５ＣＣ

三 輪

  市 た ば こ 消 費 税

電気税

   〃    (営)

農 耕 作 業 用

二 輪

　　　　　　　　年  度
 税  目

均等割

所得割

均 等 割

制限

税率

   鉱　　産　　税

都  市  計  画  税

土地に対して

課 す る も の

税率
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60 61 62 63 元

  700円   700   700   700   700

2,000円 2,000 2,000 2,000 2,000

 59.4.1以後に終了
 する事業年度から
１号3,000,000円
２号1,750,000円 
３号  400,000円 
４号  150,000円
５号  120,000円
６号   40,000円

14.7 14.7 14.7 14.7

100 100 100 100

12.3 12.3 12.3 12.3

100 100 100 100

1.6 1.6 1.6 1.6

100 100 100 100

1.4 1.4 1.4 1.4
100 100 100 100

  1,000円 1,000 1,000 1,000 1,000

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

2,400 2,400 2,400 2,400 2,400

3,100 3,100 3,100 3,100 3,100

4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

5,500 5,500 5,500 5,500 5,500

1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

4,700 4,700 4,700 4,700 4,700

4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

従価割 14.3 従価割 14.3 従価割 14.3 3月まで 14.3 4月から 1,997
100 100 100  従価割 100  従量割 1,000

18.1 従量割(4月まで)5月以降特例 従量割 特例 従量割 特例 従量割  特例 〃 旧３級品
100  350  640  640  640  640  948 

1,100 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

 5  5  5  5 

100 100 100 100 平成元年

 2  2  2  2 ４月１日廃止

100 100 100 100

1.1 1.1 1.1 1.1 1.1

100 100 100 100 100 特

 1  1  1  1  1 保

100 100 100 100 100

1.4 1.4 1.4 1.4 1.4

100 100 100 100 100

 3  3  3  3  3 

100 100 100 100 100

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

100 100 100 100 100

0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

100 100 100 100 100

100
1.4

同左 同左 同左

100

同左 同左

12.3

1.6

100

14.7

100

同左 同左 同左 同左
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 税  目 年  度 ２ ３ ４ ５ ６

　 県   700   700 700   700   700

個 市 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

人

市
 59.4.1以後に終了する   6.4.1以後に終了する
 事業年度から   事業年度から

法 １号3,000,000円   １号3,000千円 １号3,000千円 ７号130千円
民 ２号1,750,000円   ２号1,750千円 ２号1,750千円 ８号120千円

３号  400,000円   ３号  400千円 ３号  410千円 ９号 50千円
４号  150,000円   ４号  150千円 ４号  400千円
５号  120,000円   ５号　120千円 ５号  160千円

税 ６号   40,000円   ６号　 40千円 ６号  150千円 

14.7 14.7 14.7

人 100 100 100

12.3 12.3 12.3 12.3

100 100 100 100

1.6 1.6 1.6

100 100 100 100

1.4 1.4 1.4 1.4
100 100 100 100

原 1,000 1,000   1,000円 1,000 1,000

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

軽 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

付 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

自 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400

軽 3,100 3,100 3,100 3,100 3,100

動 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

車 自 四輪乗用 (自) 7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

   〃    (営) 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500

税 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

4,700 4,700 4,700 4,700 4,700

4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

 従量割 1,997 従量割 1,997 従量割 1,997 従量割 1,997 従量割  1,997
 　市　た　ば　こ　税 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

※63年度までは 〃 旧３級品 〃 旧３級品 〃 旧３級品 〃   旧３級品   　　〃 旧３級品
市たばこ消費税  948  948  948  948  948 

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

1.1 1.1 1.1

100 100 100

 1  1  1  1 

100 100 100 100

　 1.4 1.4 1.4 1.4

特別土地 100 100 100 100

保 有 税土地の取得に対  3  3  3  3 

して課するもの 100 100 100 100

0.1 0.1 0.1 0.1

100 100 100 100

0.3 0.3 0.3 0.3

100 100 100 100

税率 100

1.6

標準

12.3
100

100

農 耕 作 業 用

小型特殊(その他)

二 輪 の 小 型

 1 
100

標準

　５０ＣＣ

1.1

四輪貨物 (自)

100

1.4

   〃    (営)

二 輪

14.7 14.7

100

税率

1.6

三 輪

ミ ニ カ ー

　９０ＣＣ

１２５ＣＣ

県
標準税率

同左

固 定 資 産 税

同左

同左

市
同左同左 同左

均等割

所得割

均 等 割

税    　割

0.3

1.1

100100

税率

1.4

100

 3 
100

0.1

100

100

都 市 計 画 税

鉱 産 税

課するもの

土地に対して

標準

税率

制限
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７ ８ ９ 10 11

  700 1,000 1,000 1,000 1,000

2,000 2,500 2,500 2,500 2,500

同左 同左 同左

14.7 14.7 14.7 14.7 14.7

100 100 100 100 100

12.3 12.3 12.3 12.3 12.3

100 100 100 100 100

1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

100 100 100 100 100

1.4 1.4 1.4 1.4 1.4
100 100 100 100 100

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

2,400 2,400 2,400 2,400 2,400

3,100 3,100 3,100 3,100 3,100

4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

5,500 5,500 5,500 5,500 5,500

1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

4,700 4,700 4,700 4,700 4,700

4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

従量割  1,997 従量割  1,997 従量割  2,434 従量割  2,434 4月まで  2,434 5月から   2,668
1,000 1,000 1,000 1,000 従量割  1,000 従量割   1,000

　〃 旧３級品 　〃 旧３級品 　〃 旧３級品 　〃 旧３級品 　〃   旧３級品  　〃   旧３級品
 948  948 1,155 1,155          1,155 1,266
1,000 1,000 1,000 1,000         1,000 1,000

1.1 1.1 1.1

100 100 100

 1  1  1 

100 100 100

1.4 1.4 1.4 1.4 1.4

100 100 100 100 100

 3  3  3  3  3 

100 100 100 100 100

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

100 100 100 100 100

0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

100 100 100 100 100

同左 同左

同左同左 同左 同左同左

平 成 1 0 年
４月１日廃止
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 税  目          年  度 12 13 14 15

　 県 1,000 1,000 1,000 1,000

個 市 2,500 2,500 2,500 2,500

人 県

市

１号3,000千円 ７号130千円
民 法 ２号1,750千円 ８号120千円 同左 同左 同左

３号  410千円 ９号 50千円
４号  400千円
５号  160千円
６号  150千円 

税 人 14.7 14.7 14.7 14.7

100 100 100 100

12.3 12.3 12.3 12.3

100 100 100 100

1.6 1.6 1.6 1.6

100 100 100 100

1.4 1.4 1.4 1.4
100 100 100 100

原 1,000 1,000 1,000 1,000

1,200 1,200 1,200 1,200

軽 1,600 1,600 1,600 1,600

付 2,500 2,500 2,500 2,500

自 2,400 2,400 2,400 2,400

軽 3,100 3,100 3,100 3,100

動 4,000 4,000 4,000 4,000

3,000 3,000 3,000 3,000

車 自 四輪乗用 (自) 7,200 7,200 7,200 7,200

   〃    (営) 5,500 5,500 5,500 5,500

税 1,600 1,600 1,600 1,600

4,700 4,700 4,700 4,700

4,000 4,000 4,000 4,000

 従量割  2,668 従量割  2,668 従量割  2,668 6月まで 2,668 7月から 2,977
1,000 1,000 1,000 　従量割 1,000 従量割 1,000

　〃 旧３級品 　〃 旧３級品 　〃 旧３級品 　〃 旧３級品
1,266 1,266 1,266 1,266 1,412
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

　 1.4 1.4 1.4

特別土地 100 100 100 平成15年度から新たな

保 有 税 土地の取得に対  3  3  3 課税は停止

して課するもの 100 100 100

0.1 0.1 0.1 0.1

100 100 100 100

0.3 0.3 0.3 0.3

100 100 100 100

入 湯 税

農 耕 作 業 用

制限

税率

都 市 計 画 税

-

同左

-

市 た ば こ 税

税率

- -

土地に対して

課するもの

標準

小型特殊(その他)

均等割

所得割

均 等 割

税 割

市

標準

税率

三 輪

   〃   (営)

二 輪

１２５ＣＣ

固 定 資 産 税
標準
税率

　５０ＣＣ

　９０ＣＣ

四輪貨物 (自)

ミ ニ カ ー

標準税率 同左

二 輪 の 小 型

同左
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16 17 18 19 20

1,000 1,000 1,000 1,000 1,500

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

同左 同左 同左 同左

14.7 14.7 14.7 14.7 14.7

100 100 100 100 100

12.3 12.3 12.3 12.3 12.3

100 100 100 100 100

1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

100 100 100 100 100

1.4 1.4 1.4 1.4 1.4
100 100 100 100 100

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

2,400 2,400 2,400 2,400 2,400

3,100 3,100 3,100 3,100 3,100

4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

7,200 7,200 7,200 7,200 7,200

5,500 5,500 5,500 5,500 5,500

1,600 1,600 1,600 1,600 1,600

4,700 4,700 4,700 4,700 4,700

4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

従量割 2,977 従量割 2,977 6月まで 2,977 7月から 3,298 従量割 3,298 従量割 3,298
1,000 1,000 　従量割 1,000  従量割 1,000 1,000 1,000

　〃 旧３級品 　〃 旧３級品 　〃 旧３級品 　〃 旧３級品 　〃 旧３級品
1,412 1,412 1,412 1,564 1,564 1,564
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

100 100 100 100 100

0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

100 100 100 100 100

-

同左

1人1日につき　1501人1日につき　150

宿泊あり 1人1泊につき 150
宿泊なし 1人1日につき  70

宿泊あり 1人1泊につき 150
宿泊なし 1人1日につき  70

宿泊あり 1人1泊につき 150
宿泊なし 1人1日につき  70

-

-

1人1日につき　150

5号 160千円

同左同左 同左

1号　50千円　6号　400千円
2号 120千円  7号　410千円
3号 130千円  8号1,750千円
4号 150千円  9号3,000千円

同左

H20.4.1以降に開始する
事業年度から

- - - -
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21 22 23

　 県 1,500 1,500 1,500

個 市 3,000 3,000 3,000

人 県

市

民 法

税 人 14.7 14.7 14.7

100 100 100

12.3 12.3 12.3

100 100 100

1.6 1.6 1.6

100 100 100

1.4 1.4 1.4
100 100 100

原 1,200 1,200 1,200

1,400 1,400 1,400

軽 1,900 1,900 1,900

付 3,000 3,000 3,000

自 2,800 2,800 2,800

軽 3,700 3,700 3,700

動 4,800 4,800 4,800

3,600 3,600 3,600

車 自 四輪乗用 (自) 8,600 8,600 8,600

   〃    (営) 6,600 6,600 6,600

税 1,900 1,900 1,900

5,600 5,600 5,600

4,800 4,800 4,800

 従量割 3,298 9月まで 3,298 10月から 4,618 従量割 4,618
1,000 　従量割 1,000  従量割 1,000 1,000

　〃 旧３級品 　〃　旧３級品 　〃　旧３級品 　〃 旧３級品
1,564 1,564 2,190 2,190
1,000 1,000 1,000 1,000

0.1 0.1 0.1

100 100 100

0.3 0.3 0.3

100 100 100

同左

宿泊あり 1人1泊につき 150
宿泊なし 1人1日につき  70

1人1日につき　150

同左

 2号 144千円  7号　492千円
 3号 156千円  8号2,100千円

税 割

小型特殊(その他)

税率

固 定 資 産 税

均等割

所得割
市

均 等 割

税率

三 輪

四輪貨物 (自)

1人1日につき　150
税率

都 市 計 画 税
制限

宿泊あり 1人1泊につき 150
宿泊なし 1人1日につき  70

標準
入 湯 税

二 輪 の 小 型

市 た ば こ 税

標準

   〃   (営)

農 耕 作 業 用

税率

標準

　９０ＣＣ

　５０ＣＣ

二 輪

ミ ニ カ ー

1人1日につき　150

宿泊あり 1人1泊につき 150
宿泊なし 1人1日につき  70

 1号　50千円　6号　480千円

税  目          年  度

１２５ＣＣ

同左標準税率

H21.3.1以降に終了する
事業年度から

 4号 180千円  9号3,600千円
 5号 192千円

同左
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〇市民税、個人所得割の税率表

 税　率  税　率 税　率 税　率  税　率

　160万円以下 3/100 3/100 　200万円以下 3/100 　200万円以下 3/100

8/100 8/100 8/100 8/100

11/100 11/100 12/100 10/100

〇市民税、法人均等割の税率表

　　　５３　年　度　～　５７　年　度 　　　　　５８　　　年　　　度 　　　　５９　年　度　～　５　年　度 　　　６　年　度　～　１９　年　度

　　　　区　　　　　　　分  税　率 　　　　区　　　　　　　分  税  率 　　　　区　　　　　　　分  税  率 　　　　区　　　　　　　分  税  率

　　資本等の金額　 従業員数 　千円 　　資本等の金額　 　従業員数 千円 　　資本等の金額　 　従業員数 千円 　　資本等の金額　 　従業員数 千円

（１号）　５０億円超 100人超 800 （１号）50億円超 50人超 1,200 （１号）50億円超 50人超 3,000 （１号）50億円超 50人超 3,000

（２号）　１０億円超 （２号）10億円超 （２号）10億円超 （２号）10億円超

　　　～５０億円以下 　　　～50億円以下 　　　～50億円以下 　　　～50億円以下

（３号）　１０億円超 100人以下 （３号）10億円超 50人以下 （３号）10億円超 50人以下 （３号）10億円超 50人以下 410

　　　　　１億円超 　　　　 1億円超 　　　　 1億円超 （４号） 1億円超

　　　～１０億円以下 　　　～10億円以下 　　　～10億円以下 　　　～10億円以下

（４号）　１億円超 （４号） 1億円超 （４号） 1億円超 （５号） 1億円超

　　　～１０億円以下 　　　～10億円以下 　　　～10億円以下 　　　～10億円以下

　　　　　１千万円超 　　　 1千万円超 　　　 1千万円超 （６号）1千万円超

　　　　～１億円以下 　　　～ 1億円以下 　　　～ 1億円以下 　　　 ～ 1億円以下

（５号）　前各号以外 （５号）1千万円超 （５号）1千万円超 （７号）1千万円超

　　　～ 1億円以下 　　　～ 1億円以下 　　　～ 1億円以下

　　　 1千万円以下 50人以下 　　　 1千万円以下 50人超 （８号）1千万円以下 50人超 120

（６号）前各号以外 ― 16 （６号）前各号以外 ― 40 （９号） 前各号以外 ― 50

　　　　　２０　  年  　度　  　

　　　　区　　　　　　　分  税  率 　　　　区　　　　　　　分  税  率

従業員数 千円 従業員数 千円

（１号）次の各号以外 － 50 （１号）次の各号以外 － 50

50人以下 130 50人以下 156

50人超 1,750 50人超 2,100

50人超 3,000 50人超 3,600

― 8

50人超

120

13050人以下 50人以下

（９号）50億円超

（６号）1億円超

～10億円以下
50人超

50人以下

（７号）10億円超 50人以下

（５号）1億円超

～10億円以下

（８号）10億円超

～50億円以下

　　　700万円を超える
            　　金額

150

　　　200万円を超え
  　　～700万円以下

　700万円を超える
            金額

50人超

60

48

（２号）1千万円以下 14450人超

492

１１年度  ～　１８年度 １９年度　～

区　　分 区　　分

6/100　200万円を超え
  ～700万円以下

　700万円を超える
            金額

　200万円を超え
  ～700万円以下

192

　一　律

３年度　～　６年度 ７　年　度　～　８　年　度

区　　分

　200万円以下

９年度  ～　１０年度

区　　分 区　　分

　160万円を超え
   ～550万円以下

　550万円を超える
            金額

（９号）50億円超

（２号）1千万円以下

（３号）1千万円超

～1億円以下

（４号）1千万円超

～1億円以下

（５号）1億円超

～10億円以下

（８号）10億円超

～50億円以下

50人以下

（６号）1億円超

～10億円以下

（７号）10億円超

（３号）1千万円超

～1億円以下

（４号）1千万円超

～1億円以下

400

50人超

資本金等の金額　

50人以下

50人超

　　　　　２１ 年  度　～　　  　

180

資本金等の金額　

480

50人超

50人超

410

120

160

50人超

50人超

100人以下

24

50人以下

―

400 700100人超 50人超

100人超

80 160

50人超

160

150

1,750 50人超 1,750

400

50人超 400

50人以下

50人超

150

50人以下

50人超
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５．税 務 機 構 一 覧

課 課
事  務  分  掌

名 長

1

市 民 税 1 12 １． 市税（国民健康保険税を除く。）に関すること｡

２． 固定資産の評価に関すること。

３． 国有資産等所在市町村交付金に関すること。

諸　　税 1 4 ４． 市税に係る諸証明に関すること。

土　　地 1 1 1 7

家　　屋 1 7

家屋・償却 1 3

1 1

計 1 1 5 33 40

徴収第一 1 7 １． 市税並びにこれに付帯する督促手数料及び延滞金

の徴収に関すること。

２． 市税の過誤納金の還付及び充当に関すること。

徴収第二 1 6 ３． 納税の督促に関すること。

1 1 ４． 市税の滞納処分及びその執行停止に関すること。

５． 市税の不納欠損処分に関すること。

徴収第三 1 1 ６． 市税の徴収の嘱託及び受託に関すること。

整　　理 1 2

収納管理 1 3

1

1 1 4 19 25

2 2

2 2 9 52 65

　基準日  平成23年8月1日

主 査 欄 は主幹兼務を表す  

総　   計

納
　
　
　
税
　
　
　
課

計

税
　
　
　
　
務
　
　
　
　
課

主
　
幹

計

市
民
共
同

推
進
室

市
 
　
民
 
　
部

地域コミュニティ推進課

担当名
主
　
査

職
　
員

納 税 課

男 女 共 同 参 画 推 進 室

人 権 ・ 同 和 政 策 課

市 民 生 活 課

市 民 課

保 険 年 金 課

税 務 課
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